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緒　　　言

　世界森林白書は、隔年毎に出版され、森林に影響を及ぼす主な動向について、

グローバルな視点から論じており、2009年版では、「社会、森林および林業：今

後の動向への対応」をテーマに据えた。

　2007年版では、森林資源を中心に、「供給側」に重点を置き「持続可能な森林

経営の推進に向けた取り組み」を検討したが、2009年版では、「需要側」に重き

を置いて、「将来の世界の人口増加、経済の発展、グローバル化は、森林にどの

ような影響を及ぼすのか」、「世界貿易の急増は世界の森林にプラスの影響をも

たらすのか、マイナスの影響をもたらすのか」、「農村社会への生計手段の提供で、

森林部門は今後も中心的な役割を果たしていくのか」について論じる。

　今回の第8版では、第1部において森林および林業の見通しを地域別に整理す

る。FAOは各地域の国および組織と共同で、その地域の森林部門の見通しに関

する調査報告書を定期的にまとめているが、今回初めて、全地域の調査報告書

の結果を1つの刊行物としてまとめ、ここに紹介する。各地域に共通して言える

のは、経済発展と森林の現況の間に強い相関関係が見られることである。経済

が急成長期にある国では森林に大きな負担がかかる傾向にあるのに対して、す

でに高度な経済発展を遂げている地域では通常、森林面積の安定確保や増加が

可能である。とはいえ、森林に影響を与える要素は数多くあり、かつ、複雑で、

単純な結論や信頼性の高い予測を出すことが難しい。

　第 2 部では、林業がどのように今後の動向に対応していくべきかについて考

察する。まず、生産、消費および貿易の傾向の変化に注目して、2030年までの

木材製品に対する世界の需要見通しについて述べ、次に、森林の環境サービス

に関する章において、森林と樹木が、土地、水、生物多様性の保護や炭素固定

など、環境サービスの機能を果たすことを後押しするようになってきた様々な

市場メカニズムおよび非市場メカニズムを精査する。現状に合わせた制度・体
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制の改変に目を向け、コミュニケーションの急速な変化、グローバル化、社会

の期待への対応が難しい森林関連の制度・体制が多いことを明らかにする。こ

うした対応に前向きで、かつ、実際に対応できる制度・体制は、将来、成功を

収める確率が高い。第2部の最後に、森林と林業の将来に多大なる影響を及ぼし

続ける科学と技術の進歩について検討する。石油に代わって樹木が自動車の最

大の燃料源になる世界を想像して欲しい。わずか数年前まで、これは単なる空

想に過ぎなかったが、今日ではその可能性を本格的に検討する必要に迫られて

いる。

　おりしも本書が印刷に回されようとする2008年後半、世界は、米国における

住宅産業の縮小とサブプライムローン問題に端を発した不況に陥り、ほぼすべ

ての国がこの景気悪化の影響を受けている。時期的に間に合わず、これらの出

来事を本書の本文に盛り込むことができなかったため、今回の経済危機が森

林および林業に与えた影響と今後、与えうる影響を取り上げた追記を挿入した。

この追記では、状況が今後、どのように展開していくか不透明な部分が多いも

のの、経済危機によって、森林部門が発展するための新たな道筋をつける機会

を得ることができるやもしれないと強調している。

　本書には、大きな目的が２つある。森林に関連した政策と研究を支えるため

の情報源の役目を果たすことを意図しているのはこれまでと変わらないが、今

回はこれに加えて、世界の森林の将来についての創造的な思考と議論を刺激す

る上で役に立つことができればと願っている。

Jan Heino

FAO林業局次長
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要　　　約

　第 8 版となる今回の「世界森林白書」（隔年刊）では、森林と林業の今後の展

開を準地域、地域、世界全体の各レベルで考察し、FAOの森林担当部門が定期

的に発行する見通しについての最新の報告書を踏まえて、人口動態的、経済的、

制度的、技術的な変化などの外部要因が森林に及ぼす可能性のある影響を検討

する。グローバル化やコミュニケーションの向上にともない、各地域のシナリ

オは今後、相互の結びつきがますます強くなる。その一方で、行く手に待ち受

ける難題に立ち向かい、新たに生まれる機会を捉える態勢をしっかりと整えて

いる国や地域と、自らの森林資源の持続可能な管理に欠かせない制度面、法律面、

経済面の整備がまだ十分になされていない国や地域の二極分化が見られる。

第1部：地域別の見通し

アフリカ

　アフリカでは、低所得、貧弱な政策、制度の未整備をはじめとする制約を多

く受けることから、森林問題への対応が極めて大きな課題となっている。とり

わけインフラへの投資が増大して、新たな土地が切り開かれるなか、人口の増

加と、食料やエネルギーの価格高騰によって、状況は今後、さらに悪化する

とみられる。持続可能な森林経営の導入の進展スピードが鈍ることが予想され、

現在のペースで森林の損失が進む可能性が高い。

　森林の今後の見通しは、政治面、制度面の動向――公共部門における効率化

および説明責任（アカウンタビリティ）の向上、市場制度における包括性、競

争性、透明性の強化と、貧困層の生計機会を拡大するインフォーマル部門――

に大きく左右される。地域的および世界的に求められる製品とサービスに照準

を合わせ、かつ、地域制度の強化を図ることが、森林資源の枯渇問題に対処す
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る上で重要な方策になるのではないかと考えられるが、このような取り組みは、

農業、畜産、林業に一元的に対応する持続可能な資源管理についての、その地

域の知識と経験を土台として進める必要がある。

アジア・太平洋

　アジア・太平洋地域に関しては、非常に多種多様であることから、複数のシ

ナリオの展開が予想される。森林面積は、大半の先進国と一部の新興国で安定

するか増えるのに対して、森林に恵まれた低・中所得国では、バイオ燃料の原

料となる農作物の生産を含めた農業の拡大によって、減少が続くとみられる。

　木材・木材製品の需要は、人口と所得が増えるにつれて増大し続けるだろう。

新興国の急激な工業化による一次産品の需要の伸びが、アジア・太平洋地域の

内外を問わず、他国における森林の転換をもたらす可能性が高い。同地域は現在、

造林の先駆的地域であるが、土地と水が足かせとなって、木材・木材製品の自

給率向上の余地が制限され、他地域産の木材に依存し続けるとみられる。所得

が上昇するにつれ、森林の環境サービスに対する需要も伸び、地域社会を巻き

込んだ保全がますます重視されるようになる可能性が高い。

欧　州

　欧州では、土地依存度の低下、所得の向上、環境保護への関心、政策・制度

の充実を背景に、森林資源の拡大が続くものと予想される。特に西欧においては、

最大の関心は引き続き環境サービスの提供にあり、規則や規制によって木材製

品の競争力が他の地域よりも低下するとみられる。

　森林経営は今後も多彩な目的に対応していくだろう。採算性は、小規模な森

林所有者を中心に課題として残る可能性が高いものの、木材燃料の需要増加に

よって、これに変化が生じることもあり得る。森林産業は、特に西欧においては、

労働集約型のセグメントで、他の地域に比べ競争力を低下させていく惧れもあ

るが、先端技術を用いた製品の生産では主導権を握り続ける可能性が高い。欧

州地域内では、東欧の経済力が西欧に追いつくにつれて、東欧と西欧の林業の
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差も小さくなっていくものと考えられる。

中南米・カリブ海

　中南米・カリブ海地域では、森林と林業が、経済の多様化が進む速度と土地

依存度の変動による影響を受ける。人口密度が高い中米とカリブ諸国では、都

市化の進展により離農が促され、森林伐採が減り、一部の伐採地が森林に戻さ

れるとみられる。一方、南米では人口密度が低いにもかかわらず、近い将来に

森林が減少する速度が鈍る見込みはない。食料と燃料の価格高騰の影響などか

ら、世界の需要を満たすべく、畜産や、食用、飼料用、燃料用の農作物の生産

を行うために、森林伐採が続くだろう。土地保有（権）の定義があいまいな数

多くの国では、持続可能な森林経営が引き続き課題となる。

　現在、森林がもたらす、炭素の固定と貯蔵をはじめとした地球公共財に対す

る需要が高まっており、中南米・カリブ諸国はその恩恵を受ける機会に恵まれ

ているが、この好機をつかむためには、政策と制度の枠組みを大幅に改善する

必要がある。民間投資と、アジアからの木材・木材製品に対する需要の底堅さ

を追い風に、造林は増える。しかしながら、造林面積の増加幅が、止まらない

森林伐採による減少分を補うことのできる水準に達する見込みはない。

北　米

　林業の短期的将来は、特に米国において、いかに早く最近の不況から脱出し、

不況が木材・木材製品の需要に与える悪影響を食い止めることができるかによ

って決まる。森林部門は、頻度と深刻さを増す森林火災や害虫の侵入による被

害を含めた気候変動の課題に対処することも求められる。とりわけセルロース

系バイオ燃料の生産が採算の取れる事業になれば、木材はエネルギー源として

需要が増える。そして、需要の伸びにともない、造林に対する投資が格段に増

加するものと考えられる。

　カナダと米国に関しては、大手林業企業が自らの所有する森林の売却・整理

を進めており、その経営に影響が及ぶ恐れもあるが、森林の面積は今後、比較
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的安定して推移していくとみられる。メキシコでは、農業立国から工業立国に

移行する速度と、収入源や雇用創出源としての土地への依存度を低下させるこ

とができるかどうかによって、森林減少率の動向が変わってくるだろう。林業

の採算性は変動し、場合によって低下するかもしれないが、環境サービスの提

供は、世間の関心の高まりによって、重要性が増すとみられる。

西・中央アジア

　西・中央アジアの森林および林業の見通しは、国によってばらつきがある。

所得の向上と都市化によって、一部の国では森林の状況が改善されるか、現在

とほぼ変わらないものと予測されるが、農業主体の低所得国の多くについては、

先行きが明るいとは決していえない。比較的豊かであっても、きちんとした

制度が整備されていない国では、森林の劣化は解消されることはないであろう。

全体的に見て、森林部門は公共投資における優先順位が低いのが現状である。

　生育条件に恵まれないため、木材の商業生産の将来性もあまり望めない。所

得の急激な向上と人口増加率の高さから、この地域ではほとんどの木材製品の

需要を輸入に頼って満たす状況が続くものと考えられる。林業にとって、土地

の劣化と砂漠化の防止、流域の保護、都市環境の改善などを中心とした環境サ

ービスの提供は、引き続きその存在価値を正当化する最大の理由となるだろう。

資源管理に対する統合的な取り組みを促進するためには、とりわけ地元レベル

での制度作りが求められる。

第2部：今後の動向への対応

木材製品に対する世界の需要

　森林所有者が、その経営を行い、モノとサービスに対する需要を満たすことで、

どれだけの収入を得ることができるかが、森林経営投資の最大の決定要因とな

る。一方、木材製品に対する世界の長期的需要は、人口動態上の変化、経済成長、

地域の経済体制の移行、環境・エネルギー政策に左右されよう。
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　これから2030年までの主要な木材製品と木質エネルギーの生産と消費は、お

おむね従来の傾向通りの伸びを示すことが予想される。再生可能エネルギーの

利用拡大を推進する政策によって、欧州を中心に、木材のエネルギー源として

の消費が急増することが、今後の最も顕著な変化となろう。最大の伸びを示す

のはやはりアジアで、合板等、紙および板紙の生産、消費ともに最大の規模を

誇るようになる（ただし、国民一人当たりの消費量は、今まで通り欧州と北米

の方が多い）。アジアでは、産業用素材の生産量が消費量を大幅に下回り、輸入

への依存がさらに増していくだろう。

　セルロース系バイオ燃料の大規模商業生産の発展性は今後、かつてないほど

の影響を森林部門に及ぼすだろう。輸送コストの上昇もまた、木材製品に対す

る需要を左右するとみられる。これらの要素や為替レートの変動などが、森林

部門の競争力に反映され、大半の林産物の生産と消費に影響を与えるだろう。

　今後はますます、人工林産の産業用素材が増える可能性が高い。このように

人工林への移行が進むことは、森林経営にとって、興味深い機会であるとともに、

課題ともなる。

森林の環境サービスに対する需要を満たす

　所得と意識の向上にともない、今後は、きれいな空気と水、気候変動の緩和、

手つかずの自然の景観など森林がもたらす環境サービスへの需要が高まる。所

得の向上は同時に、環境保護に要する経費をまかなう社会の経済力を高める反

面、経済が成長するにつれて、環境に与える影響が増すことが少なくない。と

りわけ高度成長期にある諸国では、一時期、森林資源の開発を進めることで、

その環境サービスを低下させてしまうケースが多い。森林の環境サービスを現

状のまま維持していくためには、製品の生産とサービスの提供のバランスをと

る必要がある。

　環境サービスに対する需要を満たす森林の能力確保を助ける規制アプローチ

としては、保護区の指定、持続可能な森林経営のための方策や、グリーン公共

調達政策などが挙げられる。
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　また市場原理を活用したアプローチには認証制度、排出権取引市場、環境サ

ービスに対する支払い制度（PES）などがある。第三者機関による森林認証制度

は、認証の取得に必要な費用をカバーできる価格プレミアムを生むことがやは

り課題であるものの、今後も普及が進む。森林所有者に妥当な対価を支払う取

り組みは、森林保全を支える手段として大きな注目を集めている。レクリエー

ションサービスを対象とした、こうしたシステムはかなり前からあったが、現

在は、流域の保護、多様性の保全、炭素固定を対象としたものが導入されつつ

ある。今後はこのようなスキームの増加が予想されるが、その成功には、制度面、

法律面の枠組みの整備が欠かせない。

　気候変動交渉では、森林減少・劣化に由来する温室効果ガス排出削減（REDD）

に複数の選択肢を設けることを巡り、議論が繰り広げられており、様々な方面

で期待が高まっている。しかしながら、森林破壊を食い止めた者に報奨金など

を給付するには、複合的な政策が必要であるとともに、制度面、倫理面での検

討も求められる。

制度・体制の改革

　森林部門の制度・体制――公的機関、民間部門、市民社会団体、インフォ

ーマル部門、国際機関――間のバランスを変えていく。社会が社会面、経済面、

環境面の変化に適合していく上では今後、これが重要な役割を果たす。新たな

プレーヤーの登場にともない、制度・体制間の勢力地図が今まで以上に複雑に

なっている。世界的にみて（すべての国ではないが）、新たな情報通信技術の誕

生などによって対等化が進みつつある。強く求められてきた多元主義によって、

中小規模の事業体や地域社会の組織は新たな機会を得ることができるようにな

った。これまで現場を支配してきた政府の森林管理機関も、変化に適合できな

ければ、無用の長物となりかねない。

　グローバル化の加速にともない、森林投資管理組織（TIMO）、不動産投資信

託（REIT）、国家資産資金（政府系投資ファンド）、排出権取引制度などの新た

なプレーヤーが、世界の制度・体制の地図を塗り替えることも考えられる。各

— ⅹⅵ —



要　　　約

制度・体制は今後、細分化のバランスを取り、一元的な取り組みを行うために、

大きな重圧を受けるだろう。

森林科学・技術の進歩

　変化の目覚ましさを考えると、森林科学・技術の将来を思い描くことは難し

い。革新によって、森林部門はこれまで社会の需要の移り変わりに対応する力

を高めてきたし、それは今後も続くであろう。しかし、確かな技術力をほとんど、

あるいは全く持たない開発途上国が多く、これが、その長期的な発展の足かせ

となっている。先進国であっても、森林科学・技術力が低下してきたところは

少なくない。

　とはいえ、生産、収穫、加工から木質エネルギー、環境サービスの提供ま

で、森林に関わるあらゆる分野で、研究が続けられ、新境地が切り開かれている。

このような進歩に寄与しているのは、バイオテクノロジー、ナノテクノロジー、

情報通信技術などの比較的新しい分野である。その一方で、土着の知識の価値

に対する認識も、次第に高まってきた。

　商品化に重点を置いた民間部門による研究が増え、公共部門の研究力が低下

してきたことで、数多くの問題が生まれている。新たな技術を手に入れる資金

のない圧倒的多数の人々が、民間部門による研究のメリットを享受することか

ら排除されるのは決して珍しいことではない。これが、知識に触れる機会の不

均等を倍化させ、所得水準や生活水準にも影響を及ぼしている。

　科学・技術力の不均衡と不足に対処するには、今まで以上に一体となって取

り組んでいく必要があり、そのためには、国と国の間や、国内における技術の

流れを阻む障害の低減、社会・環境に関する問題の「主流化」、従来の部門の垣

根を越えた、森林部門以外の科学的・技術的進歩の活用などの課題がある。

追記：激動の時代における課題と機会

　おりしも本書が印刷に回されようとするこの時期（2008年後半）に、世界経

済は深刻な不況の只中にある。米国における住宅産業の縮小とサブプライムロ
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ーン問題が金融市場に大きな打撃を与え、これが、ほぼすべての国を巻き込む

景気後退の引き金を引き、楽観的であったそれまでの経済予測の変更を余儀な

くした。

　こうした変化は、森林部門に果たしてどのような影響を及ぼすのか。住宅部

門の崩壊によって、様々な木材・木材製品の需要が減り、これが工場の閉鎖や

失業を引き起こし、その結果、新規の投資が鈍化して、木材に関連するすべて

の産業がこの影響を受けている。

　環境サービスに対する需要も、その代金を支払う能力と意欲の低下によって、

変化している。炭素価格についても、相変わらず変動が激しい。各国は経済危

機への取り組みを優先させており、今後、気候変動に関わる協定の交渉が難航

することも考えられる。

　森林資源が受ける恐れのあるマイナスの影響としては、持続可能な森林経営

への投資の減少や、経済部門の低迷がインフォーマル部門拡大の機会をもたら

すことにともなう違法伐採の増加などが挙げられる。これまで弱まってきてい

た土地依存も再び強まり、農業活動の森林への拡大、森林の減少、いったん

増加した森林の再度の喪失といったリスクが高まる可能性もある。その一方

で、木材に対する需要の減退により、森林への圧力が低減したり、オイルパーム、

大豆、ゴムなどの商品作物の価格下落にともない、これら作物を栽培するプラ

ンテーションへの森林の転換が減少したりなど、プラスの影響も期待できる。

　世界経済がいつ回復に向かうのか、今はまだその目処すら立たない。だが、

こうした危機は、開発の新たな道筋をつける機会を与えてもくれる。（例えば

造林や再造林、持続可能な森林経営への投資拡大による）天然資源資産の構築、

農村地域の雇用創出、グリーンビルディングの実践や再生可能エネルギーにお

ける木材の活用の積極的な推進を通じ、開発への「グリーンパス（緑の道）」を

模索することが、森林部門のためになるのではなかろうか。こうした路線の変

更には言うまでもなく、制度・体制の抜本的な変革が必要となるが、今回の危

機で、長年の懸案となっていた改革を受け入れ、実行に移す意欲が高まるやも

しれない。
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